商業資本論 by 安井 修二 & Yasui Shuji
1商 業 資 本 論
安 井 修 二
日 課 題 設 定
資本の運動は流通過程を内に含んでいるが,(1)流通過程に資本がある間,
生産が中断す る。(2)生産を連続 させ るためには 追加資本を 投下す るか,最
初か ら資本を分割 して 生産規模を 縮少 しなければな らない。(3)しか も,流
通期間が長い程 より多 くの追加資本が必要 となる,ま たは最初か ら生産規模
くり
をより縮少 しておかねばな らない。商業資本の本質規定はひとまず,か か る
論理の延長上に次のように抽象的に設定 され る。即ち,商 業資本は,多 数の
産業資本の流通過程を集中的かつ専門的に代位す ることに よって,流 通期間
を短縮 し,追加資本(一 商業資本)を 節約する,と 。
本稿の課題は,か か る商業資本の抽象的な本質規定が,個 別商業資本相互
くの
の競争過程を通 していかに措定され うるか,明 らかにすることにある。そ し
てその分析を通 して,わ れわれは 商業部門におけ る競争の特殊性を,更 に
`
商業部門に特有な諸問題が発生す る根拠を解明す ることができるであろう。
(周知のように,宇 野氏が 商業資本自立化に伴 う 「流通期間の平均化」 とい
う問題 を提起 して以来,そ れについての論争が,一 方では宇野氏 と森下氏等
の間で,他 方では宇野氏と日高氏 との間で行なわれてきた。 しか し,われわ
れは,本 稿に与え られた紙数の関係上,か か る論点については一切割愛せざ
るをえない。)
(1)いうまで もな く,流 通過程 には流通 費用 が伴わ ざるをえない.し か し,そ の点
につい ては当面捨 象 した上 で,商 業資本 の本 質規定 を与えてお くことにす る.
(2)われわれ は,す で に同 じよ うな試 みを銀行資本部 門につい て行 な ってい る.拙
稿 「中央銀行 と普通銀 行」(『一橋論叢 』69-6)「二 普通銀行論」.
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←⇒ 商業資本部門内競争
商業資本部門内競争の 分析はまず 次の二点を 前提に して 始めるべ きであ
る。 ω 個別商業資本の競争は,い うまでもなくより多 くの超過利潤獲得を
めぐって 行な1われ るが,商 業利潤 一(販売価格一仕入価格)販 売量 一流通費
用,で 示 されるか ら,(そ して当面商業資本による価格操作の問題 と流通費
用投下の問題 とを捨象す るとすれば)商 業利潤の大きさは販売量に比例す る
ことになる。(2)(当面流通費用投下の問題を捨象するとすれば)商 業資本は
商品買取資本(商 品仕入資金)だ けとな り,それは(個 別商業資本の運動の
分析を課題 とするこの論理次元では)陳 列商品 ・在庫商品 として表現 され,
販売技術的に固定 された大 きさであるか ら,販売量の増減 とは直接関係 しな
い。つ まり,販売量が増減すれば仕入量をそれに対応 して増減させることに
なるが,そ のことは商品の流通期間(回 転数)を 変化 させるだけであって,
たえず 商業資本の下に 滞在 している 商品の 大 きさ一商品買取資本一陳列商
ロ　
品 ・在 庫商品には変化 を与 えないので ある。
以上 の(1}②の点を図示すれば,第
第1図
1図の よ うにな る。Giは 仕入量 を示
販売量
し,G2は 販売量 を示 し,Yoは 商品買 仕入量
取資本 の大 きさを 示す とす る。G、 と
G2の傾 きは 通常一・一・致 しない。 販売量
仕入量 は不 断に変化す る し,販 売量 の
変化に仕入量 が対応す るためには一定
の遅れが伴 うか らで あ る。 しか し,単
位期間(た とえば一年)の 平均 を考え
るな ら,そ の よ うな不一致 を捨象 し,
G、,G2を直線 と し,その傾 きは一致す Xo 時間
(3)流通費用を捨象していても,商業資本としてはその他に(た とえぽ販売と仕入
の不断の不一致に備えるための)一定の準備金が 必要であろう.しかしその点
は,こ こで は 省 略 す る.
/
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ると想定 して よいであろ う。Y。 はX。 期 間内に販売 され,そ のX。 期間内
に仕入れ られたYoの 商品は次のXo期 間内に販売 されるのだか ら,Xoは
(4)
平均的流通期間を 示すことになる。 個別商業資本の 競争は,販 売量拡大競
え
争 と して行なわれ るのだか ら,そ れは 第1図 では,Yeが 固定 された ままで
Gi,G2の傾 きが急にな る とい う形で表 現 され る。傾 きが急になれば,平 均的
流通期間 ・・Xoも短縮 され る。 逆 にいえば,販 売量が拡大 して もYoも 同様
に増大す るな ら,超 過利潤が獲得 された ことにな らず,傾 きは同一でXoも
くら　
短縮 されないことになる。'
こうした販売量の拡大が,個 別商業資本の競争のなかでA商 業資本がB
商 業資本を 商業部門か ら駆逐す る(ま たは,拡 大再生産過程で 拡大分の販
売をA商 業資本がYo固 定のままで取 り扱 う)とい う形で 可能になったと
すれば,Yoと して表現 され る商業資本の大 きさは,さ もなければたとえば
2Yoが必要になるところであったか ら,(個別資本的にはい うまで もな く)
社会的にみても%に 節約されることになる。(正確にいえば,個 別商業資本
　 り 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 の
の競争過程を通 して,同 一販売量を実現するために必要な商業資本の大きさ ・
が節約 されることになる。)
(4)もし仕 入に信用 を利用 す るとすれ ば,G,
を手形期 間だけ平行移 動 させたG3が,仕入
に対す る支 払を示す直線 とな る.(第2図)
信用を利用すれ ば,商 品買取 資本 と して の
自己資本 はPQで よい ことにな り,G3と
G,が一致 すればPQは ゼ ロに な る.但 し
そ の ことは,YoやG1が 無意味 にな る こ
とで は決 してな く,商 業資本 の投 下す べ き
ものが信用 に よって肩代 りされた ことを示
す にす ぎない.
(5)もちろん,Yoが 増大 して もそれ以上 の
率 で販売量(仕 入量)が 増大す れば,Xoも
短 縮 され,超 過利 潤 も獲得 され る.Y。 が
販売技術的に固定されるとい う意味は,販
第2図
GI
時間
売量か らは独立 に決定 され るとい う意味 であ って,決 して 巧 の大 きさが変化 し
ない'とい うことを示す ものでない.む しろ,商 業資本 に とって,い かな る種類 の
商品 を どの位取 りそ ろえ るか とい う品揃 え の問題 は きわ め て重要 な意味を もらて
い るのであ って,販 売 量拡大 競争 の一つ の武器です らあ る.そ うした点を十分 ふ
まえ た上 で,以 下 の展開 では,Yoの 大 き さその ものの変 化は捨 象 して お こ う,
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　 　 　 　 の 　 　 　 　 　 　 　 　 　
商業資本 自立化の条件 とは,単 位期間内に同一の販売量を実現す るために
　 　 　 　 　 の 　 　 　 　 　 　 　 り 　 　 　 　 　 　 　 の 　 コ 　 　 　 　 　 　 　
必要な資本(琉)が,産 業資本自らが流通を担当する場合に比 して少なくて
・ ・(6)
すむとい うことである。(Yoが少な くてすむとい うことは,第1図 か ら明ら
かなように,平 均的流通期間一Xoが短縮 されるとい うことを意味す る。)こ
の条件は,商 業資本が多数の産業資本の流通過程を集中的かつ専門的に代位
す ることによって,販 売量が拡大 し,そ の結果みたされ ることになる。 しか
し,それだけでは不十分であって,そ れはすでにみた ような販売量拡大をめ
ざす個別商業資本相互の競争過程によって補完 されねばな らない。 ノ
では,個 別商業資本は 販売量の拡大をいかなる方法によって 実現す るの
か。 ここでわれわれは,先 に捨象 しておいた 二つの問題一α}商業資本に よ
る 価格操作の問題,② 、流通費用投下の問題一 を 導入 しなければな らない。
販売量拡大をめ ぐる個別商業資本の 競争は,ω 価格操作(安 売 り)に よる
(薄利)多売競争,② 流通費用投下による販売量拡大競争,の 二形態があ り,
『資本論』では第3巻 第4篇 第17章で(商 業労働者の問題を中心 として)流
通費用の投下 と販売量の拡大の関係が分析され,第18章 で 価格 と商業資本
の回転(販 売量)の 関係が分析されている。
まず,価格操作に よる販売量拡大競争についてみよう。マルクスは第18章
こわ
で 「商業資本 の利潤 と回転 とが いか に諸価格 の上 に影響 を及ぼすか」 と問題
(6)個別資本相互の競争の分析が課題となっている論理次元では,産 業資本自らが
流通を担当する場合というのは,決 して本稿e課 題設定で示 したような抽象的
な場合をいうのではなく,(むしろ商業資本の場合と同様に)陳 列商品 ・在庫商
品の大きさ(Yo)は販売技術的に固定され,そ の下で販売量拡大をめざして積極
的に競争を展開する場合(但 し,自らの商品のみを販売する点で商業資本の場合
とは異なる)を考えなければならない.た とえば,従 来Yoが100で毎期100生
産100販売していたとし,販売量拡大に成功し200の販売が可能になったとすれ
ば,一方では生産を当然毎期200に拡大するであろうが,他方で販売過程だけを
とりだせば,拡 大した販売量(200)を従来と同一のYo(100)で処理しているの
だか ら,同一の販売量を実現するために必要なY。(流通資本)は,同 じように
施 に節約されたことになる.
商業資本自立化の条件は,こ のように産業資本自らが担当した場合と商業資本
が担当した場合とを同一次元に設定し直しだ上で,両 者を比較 したものとして考
えられねばな らない.
(7)向坂訳 『資本論』岩波文庫版00,159頁.
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提起 し,そ れを次 の二つ の場合にわけて分析す る。1.商 業 資本 に とって利
潤率が与 え られ てい るとすれば,同 一商品で の労働生産 性の変化 は,商 品1
個当 りつけ加 え る商業利潤 の大小に反 映 し,そ れ故価格 に反映す る。(た と
えば,商 業資本 は100で利潤率が15%で あ ると し,従 来1個100円 であ っ
たのが 労働生産性 が 上昇 して1個10円 になった とすれば,1個 当 りつ け加
え る商業利潤 は15か ら1.5に低下 し,価 格 も1個 当 り115円か ら11.5円に
低下す る。 但 し,従 来 は1個 売 ったのが今や1g個 売 る ことにな り,商 業利
潤は15一 利潤率は15%一 で変化 しない。)こ こか ら,「商人が個 々の商 品あ
た りわずか な利潤 をえ て多 くの商品を売 るか,多 くの利潤 をえてわずか の商
品を売 るか は商人の考 え しだいだ」 とい う 「ばかげた」見解が生ず ることに
なる とマル クスは批判す る。2.商 業資本 に とって利潤率が与え られてい る
　 コ 　 　 　 　 　 コ コ コ 　 　 　 　 　
とすれば,相 異なる商業部門での回転数の差は,1回 転毎につけ加える商業
利潤の大小に反映 し,それ故価格に反映す る。(た とえば,商 業資本は100
で利潤率が15%であるとし,1年 に5回 転する 商業部門では103円で 売 る
のに対 し,1年 に1回 転す る部門では115円で売 る。但 し,年間の商業利潤
は15一利潤率は15%一で変化 しない。)ここか らマル クスは,「商業資本の
立場か らすれば,回 転そのものが価格規定者 としてあ らわれる」 とする。
マル クスの分析は,こ の限 りでは決 して誤 りではない。 しか し,個別商業
資本の競争過程を分析す るためには,こ のような問題の立て方は不十分であ
る。即ち,、問題は,労 働生産性の変化のない場合で しか も同一商業部門につ
いてたてられるべ きである。そ もそも,マ ルクスのように 「商業資本の利潤
と回転 とがいかに諸価格の上に影響を及ぼすか」 と課題を設定するのではな
　 　 　 　 　 　 　 り 　 　 　 　 　 コ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 コ 　 　 　 　 　 　
く,商 品の価格操作がいかに商業資本の回転(販 売量)に それ故商業利潤に
　 　 　 　 　 　 　 くの
影響を及ぼすかと 提起され るべ きである。 かかる 形に 問題提起がなされれ
(8)もっとも,マ ル クスはかか る問題に全 く言 及 していない とい うわ けではな い.
(向坂訳r資 本論』㈹,162～'163頁)マル クスは 言及 しなが らも,「これ らはすべ
て,商 人た ち 自身のあいだ の競争 に のみ 関す ることであ る」 と して,そ れ以上展
開 し よ うとは してい ない.(だ か ら,マ ル クヌは 第i8章 の最後 の ところで商業
資本におけ る超 過利潤 の発生 につい て言及 しなが らも,そ れ を商業資 本に よる価
格 操作 とは関連 づけては いないので ある.)こ れ は,マ ル クスがそ うした分析を ホ
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ば,解 答は次のようになる。流通費用投下の問題は捨象 してあ り,仕入価格
は仕入先た る産業資本の側によって究極的に規制されるため,商 業利潤は販
売価格 と販売量の関係によって決 まるとい うことになる。販売量は販売価格
に反比例するが,安 売 りに よる販売量拡大にはおのずか ら限界があるし,高
く売 ることには産業資本自らが流通を担当する場合 とい う限界があるため,
結局極大利潤を実現す る販売価格 と販売量の組み合わせが存在す ることにな
る。 もちろん,極 大利潤を実現す る販売価格 と販売量の組み合わせは,産 業
循環の各段階毎に異なって くるし,更 に後にみるように,商 業部門 とその他
の部門 との部門間競争によっても影響を うける。 したがって,上 述のことが
いえるのは,部 門間競争を捨象 し 産業循環の一定の段階を前提に した上で
のことである。かくして,販 売価格は商業資本にとって本来操作可能な変数
であ り,実際それを武器 とす る激烈な競争 も生ずるが,結 局利潤極大を実現
(9)
する一定の水準に収敏す る傾向をもつ ことになる。諸商品ゐ価格は,商 業資
本の一存によって決 まるものではない,と い う批判は この ように展開 して始
ノ
め ていえ ることであ る。価格が一定の水準 に収敏す る傾向 を もつ とすれば,
商業資本部 門内競争は,販 売価格 を操作 しないで販売量 を拡大 させ る,そ の
ために積極 的に流通費用 を 投下す る とい う形態(商 業 資本 の競争 の第 ② の
形態)に 移行せ ざ るをえない。
そ こで次に,流 通費用投下 に よる販売量拡大競争につ いてみてみ よ う。 マ
ル クスの 第17章 の叙述 ははっ き りしない点が多 いが,次 の二つの点に整理
すべ きで あ る。1。w-Gを 遂行す るのは,資 本家 と しての行為であ り,(遂
行す ることに よって始め て流 通資本部分一商品買取資本部分 に利潤分与が な
*r資本論』の体系の外に考えていたことを 示すものであろうが,い ずれにせよ,
かかる限定はその後の商業資本論研究(特 に宇野理論の場合)に おいてもそのま
まうけつがれてしまっている.
(9)(拙稿 「中央銀行と普通銀行」で分析した)利子率操作を 武器とする銀行資本
部門内競争は,こ の価格操作を武器とする商業資本部門内競争と比較すると,利
子率のもつ均一的性格から困難にな りやすい.逆にいえば商業部門における安売
り競争は,よ り激 しくより頻繁に行なわれることになる.
＼
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されることも正当化 され るのだか ら)そ の資本家的行為を補助するもの とし
て労働者を雇用 した としても,そ れだけでは可変資本部分の回収や利潤分与
は正当化 されえない。(W-Gの 遂行を補助するために必要な不変資本部分
一店舗 ・事務所 ・陳列ケース等一 も同様である。)だか ら,流 通費用投下の
条件は,流 通費用を投下 しなか った場合に比較 して 販売量が拡大 し,(Yo'=
商品買取資本犀流通資本部分の大 きさは不変であるか ら)販売量拡大に伴っ
て利潤だけが増大 し,その増大効果が流通費用の回収 と流通費用に対する利
潤分与を可能にするとい うことでなければならない。(そ の結果,,同一販売
量を実現するために必要な資本(Yo==流通資本)が 節約 されてい くことにな
る。)この条件がみた される限 り,競 争に打ち勝つために積極的に流通費用
が投下 されることになる。(商業資本部門内競争の第 ② の形態)但 し,この
流通費用投下の条件は,産 業資本 自らが流通を担当す る場合において も,販
売量拡大のため積極的に競争を展開する限 りでは等 しくあてはまるものであ
,6'1',.流通費用投下の条件が上述のよう闘 らかにされるとすれば滴 業
資本 自立化 の条件 を流通費用 を含めた もの と して定義 し直 さねばな らない。
流通費用の うち不変資本を ん可変資本 を わ と し,商 品買取資本=流 通資本
をBと し,更 に,産 業資本 の場 合をiで 商業資本の場 合をCで,一 般的利
潤 率 を グ で 示 す とすれば,商 業資本 自立化 の 条件 は,次 の よ うに なる。
(Bi--Bc)P+{(ki+b)一(kc+bc)}(1+P)>0ここで始めて,商 業資本が多
数 の産業 資本 の流通過程 を集 中的かつ専門的に代位す ることに よって流通費
用 を節約す る(為乞十δ乞〉儒+わ,)とい う点が説明で きることにな る。 但 し,こ
の定式 をみれば明 らかな よ うに,商 業資本 自立化の条件 は,た とえ(亙+わ 、
⑩ この点は山口氏が明確に指摘 している.(山口重克 「商業資本と商業利潤e」
『電気通信大学学報』16)なお,流通費用は,売買に必然的に伴 う最小限の費用
と商品の販売を一層促進させるための積極的費用とにわかれるが,前者について
はここで始めて登場する理由はない,われわれが,まず流通費用を一切捨象した
のは,ただ記述が複雑になるのを避けるためである.但 し,売買に必然的に伴 う
最小限の費用 といえども,その存在が流通資本部分(販 売量拡大)と の関係で始
めて正当化されこるとに変りはない.
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(1D
<k。+be)でも,(B¢-Bc)が 十 分 大 き け れ ば 成 立 し う る こ とに な る。
以上のように,超 過利潤獲得をめ ぐる商業資本部門内競争は,販 売量拡大
競争 とい う形をとり,それは一方では販売価格の操作によ り,他方では流通
費用投下により行なわれる。 この二つの競争形態はそれぞれ独立に成立 しう
るものであるか ら,商業資本部門内競争は,こ の二つの形態を相互に移行 し
つつ行なわれることになる。(そ してそれは,現 代資本主義社会に も基本的
に貫徹す る。)
⑳ 宇野氏の 「流通費用の資本化」論とは,流 通費用は剰余価値か ら控除される
もの(マ イナス)で しかない(k+b<0)が,商業資本が登場し節約する(hi+bi
>hc+bc)ことによって始めて資本化しうるという主張である.これはJ(1)流通
費用の投下を販売量拡大(ま たは流通資本の節約)と結びつける(マイナスをマ
イナスする)という点,(2)それ故流通費用投下(資 本化)の 条件は産業資本自ら
が流通を担当する場合にも積極的に販売量を拡大せんとする限りでは等しくあて
はまるものであるという点,の 二点を見落 したため生 じたものである,か くし
て,宇野氏の 「流通費用の資本化」論の誤 りは明らかであり,それ故それは,一一
方では山口氏,日 高氏によって,他方では森下氏,岡 田氏,加藤氏によって批判
されることになった.
宇野一森下論争のなかで 残された 問題点は,(流通期間の平均化の問題を別と
すれば)商 業資本自立化の条件をそのまま商業利潤の源泉と結びつける考え方に
ついてである.周知のように宇野氏は,ロ ーゼソベルクのマルクス解釈を批判し
て次のように修正する.産 業資本の下で50であった流通費用は,商 業資本の下
で節約され始めて資本化される.では商業資本はどこまで節約すればよいかとい
2828
うと,50-x==O.13x,κ=44τ百 で あ る.つ ま り,こ の44了百 は,流通費用 の節
約 分(50-x)を,商 業利潤(O・13x)に等 しい とお くことに よって 求め られ てい
るわけ であ る.(定 式 化すれば,(亀+δ∂一(秘+わ・)二(ん・+δのグ 但 し,本 来 は
節約分 だけでな く,そ れ を生産 拡大 に利用 した効果 も考 え るべ きであ ろ うか ら,
{(hi+bi)一一(hc+bc)}(1+グ)=(hc+bc)グに修 正 され るべ きで あろ う.)こうした
立場 は,宇 野氏を批 判す る山 口氏 に も うけつがれ てい る.し たが って 山 口氏 の場
合 は,一 方で産業 資本 の下で も流通費用 は資本化 しうる と考 え,他 方で商 業利潤
の源泉 を節約分だ けに求 め るのだか ら,結 局産業資 本 の下で流 通費用 に分 与 され
る利潤 は一切商 業利潤 に移行 しない ことにな る.(定 式化すれ ば.(Bi-Bc)グ+
{(hi+bi)一一(kc+be)}(1+P')=(Bc+hc+bc)グ左辺 が流通資本 と流通 費用 の複 合
された節 約効果 を示 し,右 辺 は商業利潤 を示 してい る.)
このよ うに節 約分だけ が商 業利潤 の源 泉であ る と考 え るな らば,節 約分が平均
利 潤を 保証す るとは 必ず しもいえな くな る.そ こで,宇 野編r資 本論研 究』W
(筑摩 書房)で は 次の よ うにな ってい る.
「山 口 短縮 とい うのは,利 潤 の根拠 はい ちお うは 明 らか にす るけれ ども,も
うひ とつ そ の資 本が社会的 に承認 され るか ど うか とい う問題 が残 ってい
るわ けですね.、*
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国 商業資本におけ る部門間競争
い うまで もなく,部 門間競争は く平均利潤以上の部門には資本が流入 し,
供給が増加 し,価格 ・利潤が低下 し,資本が流出す る〉〈資本が流出すれば,
供給が減少 し,価格 ・利潤が上昇す る〉とい う不断の運動のなかで行なわれ
る。では,商 業部門における部門間競争 もこの ように して行なわれるのであ
ろうか。商業利潤が平均利潤を上回っていた とすれば,当 然商業部門への資
本の流入が生ず る。 しか し,資本の流入ははた して供給の増加即ち商業資本
の販売量の増加をもた らすであろうか。 マル クスは,「商人資本は,産 業資
本の回転期間にとって一制限をなす生産期間には直接には作用 しない。 この
ことが商人資本の回転に とっての第一の限界である。 しか し第二に……この
　ユ　ラ
回転は結局は総個人的消費の速度 と範囲によって制限 されている」 と指摘 し
　 　 　 　 　
ている。つ まり,生産 と消費の間を媒介す る商業資本は,基 本的には生産の
大きさと速度を変えることはできない し,更 に消費の大 きさと速度を変える
ことはできないとい うわけである。(「基本的には」 とい うのは,第 一に,商
業資本が自立化すれば,そ の反作用として生産や消費を活発にす るか らであ
塾
*大 内 平均利潤を得 られる根拠ということになるとね,
宇野 それを逆に平均利潤が得 られなかった ら商業利潤にならないとい うこ
とであらわす.
大内 ええ,そ うですね.
宇野 だから短縮にたいして平均利潤が得られるまで競争するということに
なる.そ こで産業資本がやるよりも短縮するものとして要求するという
わけだが,実際はどこまで短縮した ら平均利潤が得 られるがということ
はわか らない.競 争でそういうものが得 られるというよりほかない.」
(324頁)
この商業利潤の源泉に関する主張は,いわゆる企業者利得論とも関連 し,宇野
氏の体系においては重要な意味をもっている.しかし,われわれは,宇野氏や山
口氏のように考えることはできない.た とえば,産業資本自らが流通を担当した
場合200の流通資本が必要であり.商業資本が自立化し代位すれば(同一の販売
量を実現するのに)190でよいとじよう.こ の場合,節約分か らうまれる利潤は
商業部門に平均利潤を保証 しないかもしれない.しかし,産業資本の側からすれ
ば,少 しでも流通資本の節約がなされるならば(自 ら流通を担当すれば必要であ
った流通資本が解放され,生 産拡大にむけ られるのだか ら)商業資本に平均利潤
を分与し代位させるであろう..
⑫ 向坂訳 『資本論』岩波文庫版 ㈹,156頁.
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り,第二に,商 業資本はある限界内では再生産過程の諸制限か ら独立に運動
し,それゆえにまた再生産過程をその制限を超えてまで推進 し,恐慌によっ
て回復 される点にまで至 らしめ るか らである。)
商業部門全体の 販売量を 基本的に 変えることができない とす れば,商 業
部門への資本の流入は,商 業資本の数だけが増加す るのだか ら,一一商業資本
当 りの平均的販売量の減少を もた らす ことになる。商業利潤は,商 業利潤一
(販売価格一仕入価格)販 売量一流通費用 で 示 されるが,資 本の流入の結
　 　 　 　
果,個 別商業資本当 りの平均的販売量が減少す るというのだか ら,た とえ販
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
売価格が変化 しなくても,個別商業資本の利潤量は減少 してい く(一般的利
潤率に均等化 していく)こ とになる。更に,資 本が流入 し,競争が激 しくな
れば,個 別商業資本は積極的に流通費用を投下 して販売量を確保 しようとす
る。 しか し,流通費用の投下 も低下す る個別商業資本の平均的販売量を増加
させ ることは 基本的にできないのだか ら,結 局流通費用だけが増加 し,(た
とえ販売価格は変化 しな くても)利 潤量は一層低下 していくことになる。
もちろん,資 本の流入が販売価格の低下を伴い,そ の結果 として個別商業
資本の利潤量が減少 していく場合 もあ りうるであろ う。 とい うより,販売価
格の操作(安 売 り)は商業資本部門内競争のもう一つの形態であ るか ら,資
本の流入があ り,競争が激 しくなれば,個 別商業資本は販売価格を低下 させ
つつ販売量を確保 しようとする。 したが って,資 本の流入が他方で販売価格
の低下をもた らす ことはむ しろ必然的である。問題は,商 業利潤が平均利潤
コ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
化 してい く場合,そ れが どこまで販売価格の低下に よって実現され,ど こま
　 　 の 　 の 　 の 　 　 　 　 　 の 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 コ 　 の 　 　 　 　 り 　
で(販 売価格の低下によらず)商 業資本の増加に伴 う個別商業資本当り平均
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
的販売量の低下によって,更 に商業資本の投下す る流通費用の増大によって
　 り 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
実現され るのかが決定されないとい う点である。 かかる点にこそ,(他 の部
門にはみ られない)商 業部門におけ る部門間競争の特殊性がある。
この商業部門における部門間競争の特殊性か ら,次 のような商業部門に特
有な諸問題が発生することになる。(1)販売価格は,商 業資本部門内競争 と
商業部門における部門間競争によって同時決定されることになるが,部 門間
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競争に よる規定 は不 確定な もの とな らざ るをえない。(も ちろん,販 売価格
に も最高限度が存在 してい るので あって,そ れ は産業資本 自 らが流通 を担 当
した場 合であ る。)② 販売価 格の不確定性 は同時に,商 業部 門に 存在す る
商業資本 の数 を規定す る法則性が存在 しない ことを示 している。 もちろん,
小売商業資本の もつ特殊性(地 域的分散性)が あ るか ら,最 少限度 は存在す
る。 しか し,そ の最少限度 以上 であれば,〈 商業資本の数が多 いため,個 別
商業資本 当 りの平均的販売量 は少 ない(更 に流通 費用 も多 い)が,販 売価格
が 高い ことに よって 平均利潤 を 獲得す る〉 とい うこともあ りうる し,逆 に
〈商業資本の数が少 ないため,個 別商業資本当 りの 平均的販売量 が多 い(更
に流通 費用 も少 ない)が,販 売価格が低い ことに よって平均利潤 におさえ ら
れ る〉 とい うこともあ りうるわけである。産 業資本 の側か らいえば,後 者 の
方が より好都合で あ ることはい うまで もない。(3)そ こで,商 業資本 の数が
過剰 であ るとか,商 業資本に よる価格追加が大 きす ぎる とか,更 に商業資本
に よる流通費用の投下が多す ぎるとか いった 「流通機構の合理化」 の問題が
たえず 発生す ることにな る。 い うまで もな く,資 本 主義的 生産様式 では・
「合理化」は,超 過利潤獲得 をめざす 個別資本相互 の競争 を通 して(個 々の
資本 に とっては外的強制 と して)行 なわれ る。 いわば,自 らの内的論理 を も
って合理化す るわけで,だ か らこそ,合 理化 とい う問題 自体があえて問われ
るよ うな こともな いのであ る。そ してかか る意味においてな ら,商 業資本部
㈹ 以上の説明から明らかなように,わ れわれは,商 業資本部門内競争において
も,商業資本における部門間競争においても,仕入価格を固定 し,販売価格を変
化させている.そ うすることによって,両者の関連が販売価格だけによって,い
わば同一の次元で説明できることになっている.しかし,商業部門における部門
間競争の場合は本来,生 産価格と一致する販売価格を固定した上で,(販売価格
を生産価格と一致させるのは,流通資本や流通費用は価値も剰余価値もつけ加え
ないことを示すためである)仕入価格が変化することによって商業資本と産業資
本の取り分が決まると考えるべきであろう.われわれがそのようにしなかったの
は,そ もそも部門間競争といっても,資本の流出入の結果うまれる部門内競争を
媒介にして始めて成立するものであり,商業資本部門内競争では仕入価格を固定
した上で販売価格を変化させる以外にないか らである.いずれにせよ,仕入価格
を固定させても販売価格が不確定になるし,販売価格を固定させても仕入価格が
不確定になるのであり,かかる不確i定性 こそがここでの焦点である.
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門で も(超過利潤獲得の方法が通常の産業部門のように新生産方法の導入 と
い う形をとらないとはいえ)競 争は行なわれ,そ の結果合理化は貫徹するこ
とになる。(た とえば一定以上の販売量を実現 しない資本は商業部門か ら駆
逐されることになる。)だか ら,「流通機構の合理化」とい う問題は,あ くま
で も部門間競争の特殊性に起因す るのであ り,それが商業部門内の問題へ と
移されて考え られ るにすぎないのである。(も ちろんこの問題は,現 代資本
主義社会では,独 占段階 ・国独資段階特有の問題がかみあわ された形であ ら
くユリ
われてくることになる。)
なお,本 稿ではふれ ることができない論点であるが,周 知の ように,流 通
期間の平均化の問題の延長上に 「商業部門は一般的利潤率均等化に参加 しう
るか否か」 とい う宇野氏 と日高氏の論争がある。われわれは,す でに展開 し
た ところか ら明 らかなように,問 題は商業部門が一般的利潤率均等化に参加
しうるか否かとい う点にあるのではな く,参加す る場合の特殊性にこそある
と考える。その点の解明に よって始めて,商 業部門に特有な諸問題が発生す
る根拠 も明 らかにす ることができるのである。
(1975.5.'31)
Oゆ したが って また,.場.ヒの ような抽 象的 な(原 理 論的 な)論 理 に よって,現 実 の
日本の流通問題を直接解明できるわけではない.
